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　　Fig．4　2地主経済の循環
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Fig．6　マクロの簡略表
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　　　　　　　　　　　ケネー経済表の解明と修正公式
生産者に雇用されている労働者の家計は，その生産者だけから青果物を購入
することになり，非現実的である。これらのことは，マクロにして，生産階
級，地主階級そして不産階級の3階級の関係を示す表にすれば，解決する。
階級であるから，数字は大きくなり，原表の300を10億リーヴルにケネー
はしている。もともと原表は3階級の間の関係を平均生産者，平均不産者そ
して平均地主の3者の関係とした作成したものである。不産階級の年前払い
は300であるが，原料費の分⑥は，先ず差引き，残りの前払300が生活資料
費の分⑤として支出される。⑤は，青果物（粗生生産物）と加工品（加工食
品と加工生活資料）〔生産階級の同額の生産物の変形〕の購入に分けられる。
6．完結循環表一解明　VI
　この解明は，完結表に関係している。その表は，最初に支出した20が年
度末に地主の所にもどることを示した表である。一一〉は貨幣のみの移動を示
し，反対方向に財が流れない。
（821）
20 20（N） 10
　　10
（4）
　　10／
　　40
Fig．7　総生産総額40億の完結循環表
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　支出が不均衡な経済表も，循環が完結する。
　この表は第2版に対応する完結循環表であり，第3版に対応する公式の完
結表は，Fig．8である。（9）は，減価償却費（利子）に関連した支出であり，
経済主体を経由して財が購入されることを示している。
　減価償却分は資本の損耗分であり，補填に対応すると考えることができる。
耕馬の購入そして飼育は生産者が行う。
　⑥の中には，減価償却に関連したものに使用される部分もあると考えるこ
とができる。
　この表には利子が入っている。⑨は，生産階級による減価償却のための補
修者への支出を意味する。その貨幣は生産階級の生産物の購入に支出される。
このことを⑨は示している。これは内部流通である。純産物20は，階級内
流通によって貨幣になり，地主階級に地代20億として支払われ，年初に地
主階級が支出した20億は還流する。この表はFig．1－4のように修正される。
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20 20　（N） 10
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　50
Fig．8　総生産総額50億の完結循環表
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ケネー経済表の解明と修正公式
7．公式の解明一解明　皿
　この解明は，公式に関連したものである。公式は範式と言われているもの
であり，マクロの表である。最後に示した表はマクロの完結循環表であり，
これは公式と関連した表になる。これはジグザグ表に対して，式表あるいは
連立式表とも言えると筆者は思っている。それはFig．9になる。
　この解明では（1，ll）は生産階級の受取額であると考える。1＝①＋②
＋⑨であり，これは地代と利子に源泉をもつ受取額である。（9）は，利子に起
因する階級内流通による財の移動であり，この階級の受取である。Hは，③
と（4）に源泉をもつものである。⑥は階級の受取であり，その貨幣は内部流通
する。この解明はあとで修正される。
　経済表とその公式は，他階級との関係だけを線で示している。
　公式が示す数字は，与件として，生産階級の年前払い20億そして生産階
　　　　　　　　　　　　　　　　再生産総額50億
　　　　　　　　　　　生産階級　　　収入　　　不産階級
　　　　　　　　　　　の年前払　　　　　　　　の前払
　　　　　　　　　　　　　20　　　　　20　　　　　　　10
　　　　　　　　　　　　　　　　①　　　　②
収入ならびに
原前払いの利
子を支払うの
に用いられる
総額（販売）
＝1
　　　　　　　　　10
年前払い支出額＝ll　20
　　（販売）
　　　合計　20
その半分は次年度の前払のため
にこの階級によって保有される
　合計　50
Fig．9　再生産総額50億の経済表の公式
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級の生産総額で，いくつかの条件（方程式の係数など）に従っての経済を連
立方程式で表したときの経済を示す数字が解になっている。その解の数値の
時の経済は，静的均衡状態の経済である。例えば，純生産物は30億であり，
従って地代は30億であり，不産階級の生産総額は25億となる。これは，与
件として生産階級の生産総額と年前払いと利子を考えた場合の比較静学にな
る。生産総額が60億の時は，不産階級の受取総額は25億，地代は30億の
経済になる。生産総額が50億の時は，不産階級の受取総額は20億，地代も
20億の経済になり，その時，それぞれ経済は静的均衡状態になり，それぞ
れの静的均衡状態（静態）を比較することが可能になる。
　この公式は次のようになっている。生産階級は，原前払い100億，年前払
い20億で生産し，60億を生産することが出来たというときの経済状態を示
す数値の計算は，次のように公式によって求めていく。この60と20が既知
数である。今1つ，減価償却費（ケネーの利子）の10が既知数である。ま
ず地代は，60－（20＋10）＝30，（）のなかは年前払い＋利子10であり経
費を示す，地主階級のところにこの30を記入する。この30の半分は，生産
階級に支出され残りの15は不産階級に支出される。それぞれを記入する。
8．完結循環経済表（第3版）の修正（代数的）公式の提案
　生産階級の年前払いの半分10は不産階級の加工品（加工食品と加工生活
品）の購入のために支出する。地主と生産階級からの不産階級の受取の合計
を算出する。その合計の半分12．5を不産階級の年前払いのところの記入す
る。その12．5を生産階級からの青果物と不産階級用の加工品の原料との購
入のために支出する。残りの12．5は，生産階級と地主階級に販売する加工
品を生産するための原料の購入のために生産階級に支出する。以上が経済表
の計算公式である。生産階級の生産総額が，60億になることによって，地
　272　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（824）
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主階級と不産階級の経済は変わってくる。このように，30，15，25，12．5を
算出することができる。
　この計算に関連した筆者の修正公式は，Fig．10とFig．11のような算術式
になる。
　合計が取除かれ，プラス＋が追加され算術式になっている。
　左の受取である数字と（年前払い　地代支出）とは比較あるいは参考のた
めに付け加えたものである。（4）の線は内部流通であるから記入しない。
　修正公式は不産階級の10と10の間から生産階級の10へ線を引いたもの
になる。理由は，青果物と自分たちの生活のための加工品（加工食品と加工
生活用品）を購入するために支出したあとの残りの（Y2　10＋Y2　10）は生産階
?????????（
　　　　　　年前払い
　　　　　　　　20　　　　　　　　　20
①（地代と10①　　　 ②
②⑤　年前払　　10　⑤　　　　　③
③⑥　いによ　　10　⑥
（4）　　る受取）＋10
）　　　　　　　　40
Fig．　lo　経済表（第1，2版）の完結循環表の提案公式
年前払い
　10
　10
十10
　20
（825）
　　　　　20　　　　　　　　　　　　　　　　　　12．5
（地代　15①　　　　　15
　＋　　　12・5　⑤
年前　12・5⑥　　　　　＋10
払い）　　10　　（4｝　　　　　　　　　　　　25
利子　　＋10
　　　　　60
　　　Fig．　ll　生産総額60億の経済表の修正公式
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級と地主階級に売却する加工品20の生産のための原料購入であるからであ
る。
　次にFig．11は，左を（地代＋年前払い）と利子に修正している。これは，
Fig．1－3が不合理であり，また1／2　A（利子＝減価償却費）を最下部の所に
入れた方が合理的であるからである。これは原表（第2版）の下に300を追
加することを意味する。またこれは，Fig．　loの下に利子10を付加すること
である。Fig．　llは，『第2経済問題』にある年前払い20で総再生産額60そ
してv＝1／2の公式の筆者による修正公式である。公式では，年前払いと前
払いを統一していない。年前払いに統一すべきである。なお，循環が無時間
的に起こると考えた場合には，不産階級の下にある説明は不要である。
　未知数を算出する方式は次のようになる。
　まず，生産階級の年前払い20を左上に記入する。生産総額60を左下に記
入する。地代を60－（20＋10）＝30として求め，中上に記入する。
　次に30からの15と15の支出を左右に記入する。生産階級の年前払いか
ら不産階級への支出の10を記入する。不産階級の受取総額25を記入する。
25の半分である12．5を不産階級の年前払いとして，右上に記入する。
　この年前払いによる支出12．5を生産階級の所に記入する。次に不産階級
の15と10との間から生産階級の方へ（7．5＋5）を記入する。これは原料購
入である。これらは生産階級の受取になる。
　次に生産階級の最下部に利子10を記入し，その上に年前払いの内部流通
10（4）を記入し最後に受取総額を記入する。
　なお純産物（地代）は，生産総額の変化または生産階級の年前払いの変化
によって変化するが，生活の仕方を示すvの変化では変化しない。生産階級
の支出は，上から年前払い支出，利子支出，そして地代支出である。
　経済表の公式は国民所得の循環を示していると言うことができる。生産階
級の年前払い20＋地主階級の地代30＋不産階級の年前払い12．5＝62．5は，
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分配国民所得に対応しまた支出国民所得に対応している。生産国民所得は，
（生産階級の生産総額60一減価償却費10）＋（不産階級の生産総額25一原料
12．5）＝62．5である。経済表では，支出国民所得は消費だけである。経済表
の公式は，国民所得の生産一分配一支出の循環を公式化したものでもある。
　Fig．12の場合の既知数は地代と生産階級への支出割合v＝1／3である。
　既知数以外の数は算出できる。不産階級の年前払い20，生産階級の受取は，
10，20，20，10とその下に年前払い30の半分の利子15である。受取総額は，
地代に起因する額，生産階級の年前払いに起因する額と利子の受取額の合計
である。v＝1／2でも生産階級受取75，不産階級受取は30になる。
　地代は利子として受領した15と地代の受取のうち利子として支出した残
りの15とで30が支払われる。v＝2／3のとき右の合計は20になる。　Fig．13
ではD＝利子＝減価償却費Depreciationを使用している。
　N＝純産物＝地代＝収入，v＝消費支出のうち生産階級の産物（青果物
vegitables　and　fruitsなど）への支出割合である。　Aと1／21～sの下の線は
それの上が支出欄，下が受取欄であることを示す。
　v＝1／2のときは均衡な原表の公式であり，v≠1／2のときは不均衡な原
表の公式である。1＞Fが例えば600リーヴルの場合はミクロの原表の公式で
（年前
払い＋
利子）
???
（827）
①　（地代と
⑤　年前払い
⑥　とによる
（4）受取額）
　　利子によ
（9｝る受取額
?「????
十15
　75
Fig．12　地代30億，年前払い30，　v＝1／3の修正公式
十20
40
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あり，1＞が例えば20億リーヴルの場合はマクロの原表の公式である。
　原表（第1版，第2版）の公式は，A＝N，　D＝Oの代数式である。
　原表（第3版）の公式の場合にはD＝1／2Aになる。この原表（第3版）
の数値をマクロにした公式が公式と言われているものである。そのときv
＝1／2である。原表では，Nが既知数，　vと無関係にA＝Nになる。地代
1＞’が得られる経済の条件は次の経済である。年前払いA’＝N’，原前払い
5A’，利子（減価償却費）5．4’／10＝1／2　Atで総生産量RP’＝A’＋1／2　A’＋
2V’の経済であり，地代N’　＝30億が得られる経済は年前払い30億，原前払
い150億，利子15億，生産階級の生産総額75億の経済であるが，Rs（不
産階級の受取額）はvの数値で異なる。
　「第2経済問題』の公式は，マクロで，AとRPが既知数であり，そして
定義によりN＝RP－（A＋1／2　A）を算出したものである。この公式の場合
はN≠Aになっている。代数的公式から，RPとvの数値の変化によって
Rsが変化することがわかり，またNは，1～pの変化によって変化すること
がわかる。
　支出は，上から（A＋D）そしてNである。Dは内部流通である。　Fig．
13は下のDと1／2Aを除くと経済表（第1，2版）の代数（的公）式になる。
　修正公式の修正点をまとめておく（簡単のためにv＝1／2とする）。
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（??）
（1－v）N
　　　　　　　　　　　　　　　　＋（1－v）A
　　　　vA　　　　　　　　　　　　　　　　　　Rs
　　＋％乃D
　　　　RP
　Fig．13　経済表の代数（的公）式（o＜v＜1）
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　生産階級の前払いをA，生産階級の受取総額をRP，不産階級の受取額を
Rsとし，地代をNとする。修正公式では，左の下に利子1／2　Aを記入し，
その上に前払いAからの支出1／2Aを記入する。その後，1／2N，1／2Aの
不産階級への支出を記入する。1／2Rsの2本の流れを記入する。
　左に（N＋A）＋1／2A＝　Rpの左辺の（地代＋前払い）と利子を記入す
る。括弧を使用しているのは，N，　Aに対応する数字がない場合でも，合計
値が等しくなるということを示すためである。v≠1／2の場合でも同じであ
る。利子は，他の階級に補填を依頼しても結局生産階級の生産物の購入にな
る。利子は内部流通による生産階級の受取である。減価償却費（利子）の内
部流通で得た財の代金は，生産階級の受取になる。修正公式の左には，（地
代と前年払いとによる受取額）と利子による受取額とを書き込めばよい。
9．ケネー経済表とその後の経済学
　本論では，ケネーは，その後の経済学の視点から，自分の経済表をどのよ
うに説明するであろうかということを述べてきたとも言える。2004年はケ
ネーの生誕310年であり，2004年12月16日は，ケネーの230回目の命日
であった。
　フィジオクラシーは，重自然（法則）統治とも言える。自然秩序を維持す
る価格が良価である。なお，natureには，自然と本性という意味があり，
1awには，法則と法律という意味がある。
　ケネーの経済表と関連をもつ経済学について述べる。
　マルクスの経済学は，単純再生産表式が関連をもっている。要点だけ述べ
る。生産階級を第1部門，不産階級を第2部門とし，地代を第1部門の剰余
価値とすると再生産表式は次のものになる。VlとV2は，それぞれの部門の
年前払いであり，M、は地代であり，　C2は原材料である。　C1は利子（減価
　（829）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　277
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償却費）に対応する。第1部門は，ケネーの場合ほぽ一次産業と考えられる。
　　C，十Vl＋1レfl＝Wl
　　C2＋V2＋M2＝％
　ケネーの経済表の算術式を横にすれば，次のようになる。
　20　　　　　　　　　0十10十10十10一ト10＝50
　20
　10　　　　　　　　10　　－i－　　10　　＝20
　これのマルクスの表式は次式である。1～s＝（1一の（A＋1V），　v＝1／2，　A
＝Nであり，支出額＝受取額であり，RPと1～sは生産額でもある。
　　1／2A＋A＋1V＝RP
　　l／2　Rs十As＝Rs
　経済表（第1，2版）は，C，＝1／2　A＝0である。
　ワルラスは，一般均衡理論という形で，自分の経済表を述べている。それ
は連立方程式体系である。ケインズの経済学は企業一家計モデルと乗数理論
が関連し，ケインズの乗数は1部門乗数であり，ケネーの乗数は2部門乗数
である。レオンチェフのものは多部門乗数である。レオンチェフは，意図的
にアメリカの経済表を作成するとして，産業連関表に到達しそして多部門乗
数に得た。レオンチェフの最終財需要部門の1つである政府部門がケネーの
経済表の地主階級に対応するとも考えることができる。地主階級の支出の変
化は，政府支出の変化に対応する。最終財への支出は，A＋N＋1／2・Rsであ
る。
　ケインズとケネーとの関係については，金融家であり，経済学者であった
ドイツの友人がその著書の中で，ケインズから直接聞いた話を述べているの
でそれを紹介する。Keynesは自分のルーツを調べ，祖先はフランスで
Quesnayと同じ地域に住んでいたことを，有名な英国の土地台帳に載って
いることを知り，光栄に思っているという話をケインズから度々聞かされた
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ということである。
　最後に計量経済学との関係を述べる。ケネーの経済学の方法は計量経済学
の方法に影響を及ぼしている。計量経済学ではモデルは，連立方程式で示さ
れる。その連立方程式は定義的恒等関係式，技術的関係式そして経済行動を
叙述する関係式から成り立っていると考えられている。連立方程式は，a
system　of　equationsであり，方程式を関連づけたものである。たとえば純
生産額＝総生産額一（年前払い＋減価償却費）は定義式である。支出の仕方
は，技術的関係式あるいは経済行動関係式で示され，表では線で示されてい
る。受取の総額は，定義式で示され，表では横線の下に示されている。この
ように考えれば，公式は連立方程式の役割を果たしていると言えるであろう。
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